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鹿児島市観光戦略推進課

令和７年７月３日（木）１５：３０～１６：３０
ソーホーかごしまB・C会議室



会次第

１ 開会あいさつ（観光交流局長）

２ 委員長及び副委員長選任

３ 議事

(1) 観光振興の重要性・財源確保の必要性について

(2) 観光振興のための財源の検討について

４ その他

５ 閉会
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委員名簿
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所属・役職 氏名

鹿児島大学名誉教授 石塚 孔信

鹿児島観光コンベンション協会専務理事 池田 哲也

鹿児島市ホテル旅館組合理事長 淵村 文一郎

日本旅行業協会鹿児島県支部鹿児島県地区委員会支部長 山田 聡

鹿児島商工会議所会頭 岩崎 芳太郎

九州経済研究所執行役員企画戦略部長 藤田 聖二

※敬称略

オブザーバー：鹿児島市観光未来戦略アドバイザー 山田 桂一郎



鹿児島市宿泊税検討委員会設置要綱
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鹿児島市が観光に注力する背景
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人口減少、少子高齢化の進行

• 本市人口は、H22年：605,846人 H27年：599,814人 R2年：593,128人
• R4年からR13年の10年間で本市人口は約1.3万人（毎年約1,400人）減少する見込み
• 生産年齢人口（15～64歳）の減少傾向、老年人口（65歳以上）の増加傾向は今後も

続いていく
• 人口減少や少子高齢化の影響により、定住人口の増加が見込めない中、交流人口の

拡大は地域の活力維持・発展に不可欠、「観光」は成長戦略の柱、地域活性化の切
り札

28.8%

57.8%

13.3%

30.9%

55.5%

13.6%

[出所：第六次鹿児島市総合計画]
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35.4%

53.8%

10.8%



観光における経済効果

[出所：観光庁ホームページ] 9



(1)スライドタイトル

1
0

1. DMO戦略概要説明
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観光客が市内で使った金額

1,495億円

市民の年間消費支出の

約12.5万人分（約21%）に相当

観光が産業に占める割合

10.1%
全国の割合と比較すると

約2.2倍

[出所]鹿児島市DMO戦略 [出所]鹿児島市統計書（鹿児島市）
私たちの暮らしと京都観光（京都市）

全国 鹿児島市

10.1%

5%観光客の消費
や観光産業は
鹿児島市の
経済を支えて
います！
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観光における経済効果（本市の場合）
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観光における経済効果

[出所：第４期鹿児島市観光未来戦略]

• 観光を経済成長のエンジンとし、人口減少による個人消費の減少分を上回る、観光
消費額を創造していくことが重要

• この10年で、個人消費は約156億円減少する
• 本市の基幹産業である「観光」に注力し、300億円以上の観光消費額を創造



世界を魅了する稼ぐ観光の実現に向けた取組
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本市の観光に関する取組
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稼ぐ観光の実現のために

① 経済波及効果の最大化
経済波及効果の最大化には、

観光客数（＝「量」）に

消費単価（＝「質」）を掛け合

わせることで算出される

観光消費額を高めることや、

市内（県内）の食材等を活用し

地域経済循環を高めることが重要

② 

観光客数

の増加

③

消費単価

の増加

④ 

地域経済循環を高める
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第４期鹿児島市観光未来戦略における数値目標
■ＫＧＩ(Key Goal Indicator：最終的な目標指標)

令和元年

（参考）
令和5年実績

令和８年

（目標値）

対令和５年比

(対令和元年比)

2,057 億円 1,650 億円 2,200 億円
550億円増

(143億円増)

■ＫＰＩ(Key Performance Indicator：ＫＧＩ達成に向けたな重要指標)

令和元年

（参考）
令和5年実績

令和８年

（目標値）

対令和５年比

(対令和元年比)

1,495 億円 1,193 億円 1,600 億円
407億円増

(106億円増)

390 万人 377.9 万人 400 万人
22.1万人増

(10万人増)

日本人 340 万人 356.2 万人 340 万人 ※目標値達成

外国人 50 万人 21.7 万人 60 万人
38.3万人増

(10万人増)

28,800 円 25,000 円 31,000 円
6,000円増

(2,200円増)

日本人 28,500 円 24,600 円 30,000 円
5,400円増

(1,500円増)

外国人 30,700 円 30,700円(※) 33,000 円
2,300円増

(2,300円増)

60.4 % 71.3 % 100 % ー

51.3 % 47.7 % 100 % ー

※ 令和５年の外国人「１人１泊あたりの観光消費額」は令和元年数値を据え置き

再訪の意向

推奨の意向

経済波及効果

観光消費額

宿泊観光客数

１人１泊あたりの

観光消費額
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本市の観光に関する取組
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持続可能な観光地づくりに向けた課題
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本市の観光動向

19

0

200

400

600

800

1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平
成

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

令
和

元 2 3 4 5

合計 日本人 外国人

[鹿児島市観光統計を基に作成]

(千人)(千人)

(年)

4,100

3,712

493

3,779

3,562

217

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平
成

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

令
和

元 2 3 4 5

観光消費額 経済波及効果(百万円)

(年)

121,960

164,954

119,270

【宿泊観光客数】 【観光消費額、経済波及効果】



本市の財政状況（歳入）※当初予算ベース

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

自主財源 依存財源(百万円)

• H21年度から歳入額は、909億円増（自主財源137億円増、依存財源772億円増）
• 市税の増収が見込まれる一方で、自主財源比率は10％減

2,045億円

（50%）

1,023億円

（50%）

1,022億円

（40%）

1,160億円

2,954億円

1,794億円
（60%）

909億円増

(年度)

依存財源比率 50％ → 60％（+10%）
自主財源比率 50％ → 40％（Δ10%）
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20億 18億 28億 21億 13億 18億 20億 35億 35億 35億 64億 75億 51億 49億 84億 63億 65億

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000
民生費 土木費 公債費 教育費 総務費 衛生費 その他 観光関係費

(百万円)

• H21年度から歳出額は、909億円増（主な理由は民生費（860億円）の増）
• 社会保障関係経費や都市基盤整備、物価高騰への対応など、本市を取り巻く喫緊の課

題に対応するための施策・事業に多額の費用が見込まれていることから、厳しい財政
状況が続くものと考えている

本市の財政状況（歳出）※当初予算ベース

（36%）

（54%）

2,954億円

2,045億円

909億円増

(年度)

860億円増

743億円

1,603億円
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持続可能な観光地づくりに向けた課題

• 人口減少・少子高齢化等の進行により、個人消費の減少が見込まれる。
• 観光を経済成長のエンジンとし、人口減少による個人消費の減少分を上回る、観光

消費額を創造していくことが重要。

• そのためには、魅力づくりや誘客促進、受入体制の充実など、都市の魅力を高め、
更なる観光振興を図るための新たな施策等を継続的に展開していくことが必要。

• 人口減少・少子高齢化等に伴い、厳しい財政状況が続く中にあっては、都市の魅力
を高め、更なる観光振興を図るための新たな施策等を継続的に展開していくことに
要する財政需要に適切に対応できない恐れが…。

安定的かつ持続的な財源が必要、新たな観光財源の導入を検討！

オンリーワンの魅力創出
・官民一体で重点的に推進するソフト事業
・都市の魅力向上につながるハード事業

戦略的な誘客促進 ・直接的な観光需要の喚起策

受入体制の充実
・施設の高付加価値化や生産性向上等に取り組む事業者への支援策
・受入人材の育成や観光案内・二次交通の充実など受入体制の強化策

22

• そのためには、本市が、今後、国内外から選ばれる観光地として持続的に発展して
いくこと（=持続可能な観光地づくりを進めていくこと）が必要。



新たな観光財源の検討について
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区分 自主財源 特定財源

一般財源 地方税

普通税
その収入の使い道を特
定せず、一般経費に充
てるために課される税

市町村民税
固定資産税 など

地方交付税
地方譲与税 など目的税

特定の目的のために課
される税であり、その
使い道はあらかじめ定
められているもの

入湯税
事業所税 など

特定財源 分担金・負担金、使用料、手数料、寄附金 など
国庫支出金
地方債 など

観光財源となり得る地方自治体の自主財源

24

種 類 内 容

地方税 地方自治体が一般経費に充てるため収入の目的をもって住民より徴収するもの。

分担金
・負担金

地方自治体が行う特定の事業に要する経費にあてるために、その事業により利益
を受ける特定の者から利益の限度により徴収するもの。

使用料 行政財産の目的外使用又は、公の施設の利用の対価として徴収するもの。

手数料 特定の者へ提供する役務の対価として徴収するもの。

寄附金 無償で金銭の贈与を受けるもの。



自主財源の比較検討
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種 類 規 模 安定性・継続性 受益と負担

地方税
対象者等の設定により
規模の確保は可能

安定的・継続的な確保
が可能

受益者を広く設定し、
負担を求めることが可
能

分担金
・負担金

受益者を個別に特定す
る必要があり、規模は
限定的

特定の事業に係るため
安定的であるが、継続
的な確保は難しい

受益者を個別に特定し、
受益の範囲内で負担を
求める必要がある

使用料
施設等利用者、役務提
供先からの徴収となる
ため、規模は限定的

安定的・継続的な確保
が可能

手数料

寄附金
対象者等の設定により
規模の確保は可能

善意や協力に基づくた
め、安定的・継続的な
確保は難しい

善意や協力によるため、
受益者が必ずしも負担
する必要はない



法定税と法定外税、普通税と目的税
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• 地方税には、地方税法に定める「法定税」と条例に定める「法定外税」がある。
• その収入の使い道を特定せず、一般経費に充てるために課される「普通税」と、

特定の目的のために課される税であり、その使い道はあらかじめ定められている
「目的税」がある。

[総務省ホームページを基に作成]※下線部分は、鹿児島市が課している税

道府県税 市町村税 道府県税 市町村税

法定税

・道府県民税

・事業税

・地方消費税

・不動産取得税

・道府県たばこ税

・ゴルフ場利用税

・軽油引取税

・自動車税

・鉱区税

・市町村民税

・固定資産税

・軽自動車税

・市町村たばこ税

・鉱産税

・特別土地保有税

・狩猟税

・水利地益税

・入湯税

・事業所税

・都市計画税

・水利地益税

・共同施設税

・宅地開発税

・国民健康保険税

法定外税 ・道府県法定外普通税 ・市町村法定外普通税 ・道府県法定外目的税 ・市町村法定外目的税

普通税 目的税



自治体の課税自主権とは
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• 課税自主権とは、地方自治体が地方税の税目や税率設定などについて自主的に決定し、
課税すること。

• 地方分権を進める観点から重要であり、順次、制度拡充が図られている。

[出所：総務省ホームページ]



全国の法定外税の状況（令和７年４月１日現在）
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• 法定外税は全国で７１件（法定外普通税：２３件、法定外目的税：４８件）
• 実施団体数：５８団体（３４都道府県、２４市町村）

[出所：総務省ホームページ]
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全国の法定外税の事例

税目 実施自治体 導入目的(使途) 納税義務者 税額
税収規模
(R5決算)

法
定
外
普
通
税

歴史と文化の
環境税

福岡県
太宰府市

歴史的文化遺産及び観光資
源等の保全と整備を図り、
環境にやさしい「歴史とみ
どり豊かな文化のまち」を
創造するため

一時有料駐車
場の利用者

駐車行為1回につき
・二輪車:50円
・乗用車:100円
・ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ:300円
・大型ﾊﾞｽ:500円

7千万円

宮島訪問税
広島県
廿日市市

宮島への多くの観光客など
の来訪によって発生・増幅
する行政需要（財政需要）
に対応するため

船舶により宮
島に訪問（入
域）する者

1人1回につき100円
※1年分を一時に納付する場合は、

1人1年につき500円
2億円

法
定
外
目
的
税

宿泊税
東京都等
(ほか11自治体)

国際都市東京の魅力を高め
るとともに、観光の振興を
図る施策に要する費用に充
てるため

宿泊施設への
宿泊者

1人1泊につき、宿泊料金が
①1万円以上1万5千円未満:100円
②1万5千円以上:200円

44億円

乗鞍環境保全税 岐阜県
乗鞍地域の環境保全に係る
施策に要する費用に充てる
ため

乗鞍鶴ヶ池駐
車場へ入り込
む自動車を運
転する者

進入1回につき
・乗車定員が30人以上

観光バス3,000円
一般乗合用バス2,000円

・乗車定員が11～29人以下
1,500円

・乗車定員が10人以下
300円

4百万円

環境協力税
沖縄県
伊是名村

環境の美化、環境の保全及
び観光施設の維持整備に要
する費用に充てるため

旅客船、飛行
機等により伊
是名村へ入域
する者

1回の入域につき100円
3百万円
(R4決算)

[出所：各自治体ホームページ]



全国の超過課税の状況（令和６年４月１日現在）

30[出所：総務省ホームページ]



課税自主権を活用した自主財源の比較検討
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種 類 導入事例 規模、安定性・継続性、受益と負担等

法定外税

法定外普通税 • 対象者等の設定により規模の確保は可能
• 安定的・継続的な確保が可能
• 目的税に比べ、受益と負担の関連性は薄い
• 使途が特定されないため、特定の財政需要（観光

需要）を満たすことが難しい

・歴史と文化の
環境税

・宮島訪問税

法定外目的税 • 対象者等の設定により規模の確保は可能
• 安定的・継続的な確保が可能
• 目的税は、受益と負担の関連性が明確である
• 使途が特定されるため、特定の財政需要（観光需

要）を満たすことが可能

・宿泊税
・乗鞍環境保全税
・環境協力税

超過課税 入湯税の超過課税
• 税率の設定により規模の確保は可能（ただし、利

用状況等を鑑みると、さらなる税率増は難しい）
• 安定的・継続的な確保が可能



観光行動に着目した課税客体の比較検討
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観光行動 課税客体 課税客体の捕捉
課税客体の捕捉に係る

徴税費用

入 域
鹿児島市への
入域行為

入域手段は多岐に亘
り、捕捉が難しい

入域行為の把握が難しく、
課税に莫大な費用を要する

宿 泊
宿泊施設への
宿泊行為

他の客体と比べると、
比較的捕捉が容易

他の客体と比べると、
関連事業者数が少なく、
比較的費用がかからない

交通機関
利用

交通機関（市電、
フェリー、バス
等）の利用

市民の日常利用と旅
行者の利用との区別
が困難であり、捕捉
が難しい

関連する事業者数が多く、
課税に莫大な費用を要する

駐車場
利用

有料駐車場の利用

飲 食
飲食店等での
飲食行為

土産購入
土産品店等での
土産品購入

観
光
客
等
の
一
般
的
な
観
光
行
動
の
流
れ



宿泊税について
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宿泊税の導入目的（使途）

34

宿泊税とは、主に都市の魅力を高め、観光振興を図る施策等に要する費用に充てられ、
観光客の利便性や満足度等の向上のほか、持続可能な観光地づくりに向けた財源の確保
に寄与するもの。

目的税であることから、受益と負担の関係を考慮し、宿泊者（観光客等）の利益・満
足度の向上を図るという観点から、観光未来戦略に基づく、新規・拡充事業を中心に、
優先度の高い取組に充当することが望ましい。

[出所：長崎市ホームページ]



導入自治体における導入目的（使途）

35

自治体名 導入目的（使途）

東京都 国際都市東京の魅力を高めるとともに、観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため

大阪府
大阪が世界有数の国際都市として発展していくことを目指し、都市の魅力を高めるとともに観光の振興を
図る施策に要する費用に充てるため

京都市 国際文化観光都市としての魅力を高め、観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため

金沢市
金沢の歴史、伝統、文化など固有の魅力を高めるとともに、市民生活と調和した持続可能な観光の振興を
図る施策に要する費用に充てるため

倶知安町
世界に誇れるリゾート地として発展していくことを目指し、地域の魅力を高めるとともに、観光の振興を
図る施策に要する費用に充てるため

福岡県
福岡県の観光資源の魅力向上、旅行者の受入環境の充実その他の観光の振興を図る施策に要する費用に充
てるため

福岡市
福岡市観光振興条例に規定する観光産業の振興、受入環境の整備、観光資源の魅力の増進等、 MICE の振
興や持続可能な観光の振興に要する費用に充てるため

北九州市
北九州市の観光資源の魅力向上及び情報発信、旅行者の受入環境の充実その他の観光の振興を図る施策に
要する費用に充てるため

長崎市
都市の魅力を高め、国内外の人々の来訪及び交流を促進するとともに、観光の振興を図る施策に要する費
用に充てるため

ニセコ町
ニセコ町の優れた景観と環境を保全し、安全で心豊かに過ごすことができる癒しのリゾート地としての魅
力を高めるとともに、町民生活と調和した持続可能な観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため

常滑市
受入環境の整備、観光資源の磨き上げ及び情報発信の充実により、さらなる来訪者の増加を図ることで新
たなサービスを提供し、まちの魅力を向上させ続ける好循環を形成する費用に充てるため

熱海市
観光資源の魅力向上及び情報発信、旅行者の受入環境の充実その他の地域社会の発展に寄与する持続的な
観光振興を図る施策に要する費用に充てるため

導入自治体数:12自治体 導入予定自治体数:12自治体 導入検討自治体数:50自治体以上 (7年6月現在)



■能登半島地震の復興に向けた緊急経済対策[金沢市]
■宿泊税の賦課徴収に係る経費

宿泊税の円滑な賦課徴収のため、国
内外の来訪者に向けた広報を行うほか、
宿泊事業者の特別徴収に係る経費の一
部を支援する報償金を交付するもの。
■基金積立金 など

■宿泊事業者受入環境充実の支援[福岡市]

宿泊事業者による受入環境の充
実や、生産性向上等に向けた取組
を支援するもの。

■観光と市民生活の調和に向けた
インバウンド受入推進[福岡市]
インバウンドの受入におけるマ

ナー啓発等の強化や、まちなかや
公共交通における混雑防止に向け
た手ぶら観光の推進等を実施する
もの。
■観光客等の移動円滑化施策の

推進[福岡市]
観光・ビジネス客の利用が多い

地下鉄駅において、移動円滑化や
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾙｰﾄの充実を図るため、
ｴｽｶﾚｰﾀｰ等を増設するもの。■マグマの幸。鹿児島市宿泊ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ[鹿児島市]

観光需要が落ち込むオフシーズンに
おける宿泊割引クーポンの発行や、誘
客プロモーションの展開など、本市独
自の宿泊キャンペーンを実施するもの。

■MICE支援事業[福岡市]
都市のプレゼンス向上につながる

国際会議やビジネス機会の創出につ
ながる展示会など、質の高いMICE
の誘致強化に向けた助成金等の支援
内容の充実に取り組むもの。

■海辺を活かした観光振興[福岡市]

志賀島・北崎地区における新たな観光ｺﾝﾃﾝﾂの造
成や立ち寄りスポットづくりの検討を実施するもの。
■都心部のリバーフロントを活かした

賑わいの創出[福岡市]
都心部の回遊性向上を図るため、春吉橋迂回路広

場での光のイベントや、博多川等での体験コンテン
ツの実証等を行うもの。
■金沢らしい夜間景観の創出[金沢市]

歴史的建造物、橋、坂道、石垣、
土塀などの景観資源をライトアップ
し、金沢の夜間景観の魅力を創出す
るとともに、回遊性の向上を図るも
の。

36

オンリーワンの魅力創出

誘客促進

受入体制の充実

その他



参考資料
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[参考①]宿泊税導入自治体の導入後の宿泊観光客数

38[出所：令和6年1月12日開催第7回仙台市交流人口拡大推進検討会議会議資料]



[参考②]宿泊税の具体的な使途①（福岡市）

39[出所：福岡市ホームページ]



[参考②]宿泊税の具体的な使途②（福岡市）

40[出所：福岡市ホームページ]

[宿泊税報償金]
申告納入された宿泊税額2.5%（R2～R6は最大3.5%）
１施設上限２００万円



[参考③]法定外税の新設等

41

[出所：総務省ホームページ]



[参考④]法定外税の新設又は変更に対する総務大臣の同意に係る処理基準

42[出所：総務省ホームページ]



[参考⑤]法定外税の検討に際しての留意事項

43[出所：総務省ホームページ]
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